
令和８年度 第２回磐田市多文化共生社会推進協議会 摘録 

日  時 令和８年７月 22 日（水）午後２時 00 分～午後４時 00 分 

場  所 磐田市役所 西庁舎３階 301-303 会議室 

出席委員 

佐伯会長、藤原委員、茂田委員、伊藤委員、松下委員、相川委員、 

鈴木裕委員、榛葉委員、鈴木佐委員、大迫委員、田中委員、リン委員、 

神谷委員 

事 務 局 
自治市民部長、自治デザイン課長、共生社会推進グループ長、担当職員

２名 

オブザーバー 

多文化交流センター「こんにちは！」 センター長 1 名 

磐田市教育委員会児童生徒支援課 １名 

磐田市幼児教育保育課 １名 

傍聴 15 名 

 

［会議内容］ 

１  開会 

２  会長あいさつ 

３  協議事項 

⑴ 第５次多文化共生推進プランの内容について               資料１、２，３ 

４  閉会 

 

  



[会議概要摘録] 

１  協議事項における主な意見 

⑴ 第５次多文化共生推進プランの内容について 

・日本人市民に対して、外国の文化や地域で活躍している外国人市民の情報発信をして、

日本人市民の意識を醸成する必要がある。 

・外国人市民がルールマナーを学ぶことと、日本人市民が受け入れる側として共生の意

識をもつことが両輪となるような政策を検討するべきである。 

・地域の協働を進めるために、地域づくり協議会や自治会連合会と連携し、対話をする場

を設けたり、持続可能な組織の検討をしたりするべきである。 

・育成就労の人材定着に関する日本語教育はニーズがある一方、予算面や講師の資格

条件など課題が多い。広域的な国際交流協会や自治体の連携も含め、検討するべきで

ある。 

・就園前から高校卒業まで切れ目のない支援を検討するべきである。 

・こどもがより幼いうちからの支援が重要となる。 

・教育現場では、生活言語と学習言語の違い、母語の大切さ、中学校進学後のギャップ、

教育制度への理解など様々な課題がある。他自治体の先行事例を参考にしながら検討

するべきである。 

・市民目線を意識し、主体やターゲットを明確化するとともに、わかりやすい表現や計画体

系を検討するべきである。 

・防災体制の検討は、外国人情報窓口や磐田国際交流協会の取り組みなどを踏まえな

がら、連携を検討するべきである。 

  


